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Ｐ－　３

１．会社紹介



・ 所在地 愛知県豊田市
・ 資本金　 　　　４億５千万円
・ 創立年月日　　　　昭和１３年５月２０日
・ 従業員数 　 　 １,６５１人
・ 売上 １,４８２億円
・ 主要得意先 トヨタ自動車（株）

トヨタ車体（株）
　　　　　　　　　　　 ダイハツ工業（株）等

Ｐ－　４

１．１　会社概要



１．２　主要製品（プレス/樹脂/電気電子自動車部品）

エンジンカバー

レジスター アンテナ

シフトレバー

ヒーターコン
トロール

Ｐ－　５



etc

１．３　グループ会社一覧

Ｐ－６



Ｐ－　７

２．「業界共通ＥＤＩ」の取組み



自動車部品
大手メーカー

自動車部品
大手メーカー

自動車部品
メーカー

自動車部品
メーカー

自動車部品
メーカー

自動車部品
メーカー

中小
協力会社

中小
協力会社

中小
協力会社

中小
協力会社

中小
協力会社

自動車メーカー

１次仕入先

２次仕入先

３次仕入先

独自Web-EDI

１次仕入先の多く
が独自Ｗｅｂ-ＥＤＩ
ヘ移行中

2009　KOJIMA PRESS INDUSTRY CO.,LTD.

２次・３次仕入先
においては、紙 ・
メール・ FAXが
主流となっており、
EDIの整備ができ
ていない

自動車部品
大手メーカー

①自動車部品業界におけるＥＤＩの状況

メーカーに特化したＥＤＩ

２．１　「業界共通ＥＤＩ」の概要
Ｐ－　８



Ａ社のWeb画面

Ｂ社のWeb画面

Ｃ社のWeb画面

②独自Ｗｅｂ-ＥＤＩによる多画面現象

各社独自の画面で
多画面現象が発生

トヨタ系だけでも
３００種類となる。

パスワード・画面・
操作等全て異なる。

Ｐ－　９



③中小企業においては、今も「手書伝票」を利用

日本の小規模企業は
　　今も「手書伝票」を利用している

Ｐ－１０



経済産業省
ＥＤＩを標準化

④経済産業省はＥＤＩを標準化

Ｐ－１１



⑤経済産業省「ＩＴ経営革新支援事業」の利用

経済産業省の委託事業としてＥＤＩを構築

Ｐ－１２



かんばん
モジュール

自動車部品業界 中小企業 ＸＸ業界

ＧＲＥＥＮ－ＥＤＩ（共通ＥＤＩ基盤）

指示発注
モジュール

自治体
モジュール

・平成２０年度「経済産業省中小企業庁委託事業」で共通ＥＤＩ基盤を構築。
・平成２４年度「愛知県補助金事業」で自治体モジュールを構築。
・平成２５年度「愛知県補助金事業」で金融連携モジュールを構築。

金融連携
モジュール

２．２　「共通ＸＭＬ／ＥＤＩ（ＧＲＥＥＮ－ＥＤＩ」 （基本構造）

Ｐ－１３



Ｐ－１４



３．グローバルに対応した
　　　「国際ＥＤＩ標準」の取組み

Ｐ－１５



Ｐ－１６

＜背景＞



Europe

North America

China
Taiwan

Asia

1

2
3

1
2

6

35

1

2
3

4

1
2

3

4

Kojima Overseas Network
Kojima Affilliate
J/V, T.A. Partner
OEM

China, Taiwan
Dongguan Daiwa Kasei Automotive Parts Co., Ltd.
Sumitomo Corporation (Tianjin) Ltd.
Ningbo Fuerda Smartech Co.,Ltd.
San Long Industrial Co.,LTD.

North America
D.A.INC.
Kyowa America Corporation
Mitchell Plastics

　　K&M Indiana LLC.

Network
Under Study

Asia
Daiwa Kasei(Thailand) Co.,Ltd.
Daiwa Kasei India Private Ltd.
PT. Kojima Auto Technology Indonesia
PT. TUNE Manufacturing Indonesia
PT. Echo Advanced Technology Indonesia
Motherson Automotive Technology & Engineering

Europe
Daiwa Kasei Europe Ltd.
La Francaise des Plastiques
Polmo Lomianki

1
2
3

1
2
3
4
5

1
2
3
4

1
2
3

6

4

4

①当社における「グローバル対応」の状況
Ｐ－１７



＜ ＩＴ協会設立３０周年記念事業：
　　　　　　　　第２期「より魅力あるＩＴ業界となるために」　資料Ｐ－２０（ＩＴ協会） ＞

②日本企業における「ＩＴのグローバル対応」の状況
Ｐ－１８



かんばん
モジュール

自動車部品業界 中小企業 ＸＸ業界

共通ＸＭＬ／ＥＤＩ基盤（ＧＲＥＥＮ－ＥＤＩ）

指示発注
モジュール

自治体
モジュール

金融連携
モジュール

③経済産業省委託事業で構築した「共通ＸＭＬ／ＥＤＩ」　
　　は「グローバル対応」になっていない

Ｐ－１９

　「共通ＸＭＬ／ＥＤＩ（ＧＲＥＥＮ－ＥＤＩ」 （基本構造）



Ｐ－２０

＜現状調査＞



①アメリカにおける「ＥＤＩ情報項目」の調査

●　会社名　　D.A.INC.(DA) 

●　所在地　　Indiana , U.S.A（アメリカ合衆国）

Ｐ－２１



●　アメリカにおける「 ＥＤＩ情報項目」＜一部＞

Ｐ－２２



②インドネシアにおける「ＥＤＩ情報項目」の調査

●　会社名　　PT．KOJIMA AUTO TECHNOLOGY　INDONESIA
●　所在地　　Cikarang, JavaBarat, INDONESIA（インドネシア）

Ｐ－２３



●　インドネシアにおける「 ＥＤＩ情報項目」＜一部＞

Ｐ－２４



③タイにおける「ＥＤＩ情報項目」の調査

●　会社名　　DAIWA KASEI （THAILAND） Co., Ltd.
●　所在地　　AyutthayaTHAILAND （タイ王国）

Ｐ－２５



●　タイにおける「 ＥＤＩ情報項目」＜一部＞

Ｐ－２６



④日本における
　　　「ＥＤＩ情報項目（中小企業・自治体）」の調査

Ｐ－２７



●　日本における
　　　「 ＥＤＩ情報項目（中小企業・自治体） 」＜一部＞

Ｐ－２８



＜２０１２年度
　　「国際ＥＤＩ標準」実証実験＞

Ｐ－２９



平成２４年度「新あいち創造研究開発補助金事業」

Ｐ－３０



【事業名】　
平成２４年度「新あいち創造研究開発補助金」

【制度概要】
＜実証実験の支援＞

【実証実験テーマ】
　グローバルサプライチェーンに対応した
　　　　国際ＥＤＩ標準（国連ＣＥＦＡＣＴ）の

　　　　　中小企業への活用に関する実証実験

Ｐ－３１



豊田市 さくらワークス マルコおおむら

注文/受注

＜現状の受発注方法 （中小企業及び自治体）＞

（クッキー）

電話

ＦＡＸ
（材料）

（クッキー） （クッキー）

（材料） （材料）

①

指定手書
納品書

入力

指定手書
請求書

指定手書
納品書

指定手書
請求書

②
③

④

手書き

固有
納品書

固有
請求書

入力

⑤

⑥固有
納品書

固有
請求書

⑦

入力

⑧

ＦＡＸ

入荷/出荷

入荷/出荷

請求

請求

注文/受注

納品

納品

Ｐ－３２



総務省：東海総合通信局
経済産業省：中部経済産業局
愛知県：産業労働部
豊田市：総合企画部
豊田商工会所
小島プレス工業（事務局）　等

検討委員（愛知県・豊田市）

Ｐ－３３



・クッキーを自治体・企業等へ納入

こじま障がい者就労支援センター豊田市さくらワークス
（指定管理：社会福祉法人こじま福祉会）

受発注（さくらワークス）
Ｐ－３４



現状の問題点

１、納品書・請求書等は全て手書き伝票を利用し
　　ている。
２、自治体毎に伝票が異なる。
３、同じ自治体内においても伝票が異なる。
４、同じ伝票を利用していても、記入条件が異な
　　る。（税込、税抜の記入方法等）
５、自治体の出先の支払いは３ヶ月後になる場合
　　がある。
６、請求書を郵送で送っている。
　　（小規模でも２０件×８０円＝１６００円）

Ｐ－３５



豊田市 さくらワークス マルコおおむら

国際ＥＤＩ
　標準
自治体

ＸＭＬ/
ＥＤＩ

国際ＥＤＩ
　標準

中小
企業
ＸＭＬ/
ＥＤＩ

（クッキー）

電話

入力

入力

国連CEFACT
納品書

国連CEFACT
請求書

国連CEFACT
納品書

国連CEFACT
請求書

国連CEFACT
納品書

国連CEFACT
請求書

国連CEFACT
納品書

国連CEFACT
請求書

（材料）
国連CEFACT
注文書

国連CEFACT
注文書

自働

自働

（クッキー）

（材料）

＜２０１２年度「国際ＥＤＩ標準」実証実験 （中小企業及び自治体）＞

注文/受注

注文/受注

入荷/出荷

入荷/出荷

請求

請求

Ｐ－３６



Ｐ－３７

＜「国際ＥＤＩ標準」のまとめ＞



「ビジネスインフラ・ガイドブックＶ2.0」
　　　　　　　　　　　　　　（２０１３年３月３１日発行）

Ｐ－３８



実証実験の成果を、国連ＣＥＦＡＣＴ日本委員会サプライ
チェーン情報基盤研究会（ＳＩＰＳ）：国際／業界横断ＥＤＩタ
スクフォースに提案し、「ビジネスインフラ・ガイドブックＶ2.0」
とした。
http://www.caos-a.co.jp/SIPS/bizinfra/CI_Spec2.html

「ビジネスインフラ・ガイドブックＶ2.0」
　　　　　　　　　　　　　　（２０１３年３月３１日発行）

第１編　ビジネスインフラ・ガイドブックV2.0解説書
第２編　業界横断EDI仕様V2.0業務連携定義
第３編　業界横断データ辞書
第４編　メッセージ辞書

Ｐ－３９

http://www.caos-a.co.jp/SIPS/bizinfra/CI_Spec2.html


Cross-Industry EDI Specifications V2.0 framework 
＜日本からフレームワークを提案＞

＜基本辞書＞ ＜中小企業辞書＞ ＜自治体辞書＞

国連ＣＥＦＡＣＴ

Ｐ－４０



業界横断ＥＤＩ仕様「ビジネスインフラガイドブック」

＜自治体一般消耗品購買調達業務ＢＩＥ表＞（一部）

国連ＣＥＦＡＣＴ日本委員会／ＳＩＰＳ
Ｐ－４１



・自治体一般消耗品購買調達業務メッセージ構成データモデル

（日本語版）

Ｐ－４２



＜２０１３年度
　　「国際ＥＤＩ標準」実証実験＞　

Ｐ－４３



平成２５年度「新あいち創造研究開発補助金事業」

Ｐ－４４



【事業名】　
平成２５年度「新あいち創造研究開発補助金」

【制度概要】
＜実証実験の支援＞

【実証実験テーマ】
金融ＥＤＩ連携を考慮した
　　　　「国際ＥＤＩ標準」の中小企業への
　　　　　　　　　　　　　活用に関する実証実験　　

Ｐ－４５



豊田市 さくらワークス マルコおおむら

注文

入荷

請求

出荷

請求

受注 注文

入荷

請求

出荷

請求

受注自働自働 自働

（クッキー） （クッキー） （材料） （材料）

＜ ２０１３年度「国際ＥＤＩ標準」検証 （中小企業及び自治体）＞

国際ＥＤＩ
　標準

中小
企業
ＸＭＬ/
ＥＤＩ

国際ＥＤＩ
　標準

自治体
ＸＭＬ/
　ＥＤＩ

納品 納品

Ｐ－４６



受注側 発注側

＜実証実験１＞「豊田市」⇔「さくらワークス」実証実験

「さくらワークス」 「豊田市」

注文受注

ＧＲＥＥＮ－ＥＤＩ

共通ＥＤＩ出荷 入荷

請求
請求

　「受発注双方にＥＤＩを導入した実証実験」

Ｐ－４７

【目標】発注側・受注側に国連ＣＥＦＡＣＴ／ＳＩＰＳ準拠ＥＤＩを導入し、

　　　　 発注側・受注側の業務工数を５０％削減する。 （自治体）



受注側 発注側

＜実証実験２＞「さくらワークス」⇔「仕入先」実証実験

「仕入先」

注文受注

ＧＲＥＥＮ－ＥＤＩ

共通ＥＤＩ出荷 入荷

請求
請求

「さくらワークス」

Ｐ－４８

【目標】発注側・受注側に国連ＣＥＦＡＣＴ／ＳＩＰＳ準拠ＥＤＩを導入し、

　　　　 発注側・受注側の業務工数を５０％削減する。 （中小企業）



受注側 発注側

＜実証実験３＞「豊田市」⇔「さくらワークス」実証実験

「さくらワークス」 「豊田市」
ＧＲＥＥＮ－ＥＤＩ

共通ＥＤＩ

金融機関（仮）
ＥＤＩ情報２０桁でリンク
ファームバンキング
（全銀フォーマット）

ＥＤＩ情報２０桁でリンク
ファームバンキング
（全銀フォーマット）

「でんさいネット｝

請求 請求

支払支払

注文受注

出荷 検収

入金 出金

ＥＤＩ情報による金融ＥＤＩ連携
Ｐ－４９

依頼人Ref.NO４０桁でリンク 依頼人Ref.NO４０桁でリンク



Ｐ－５０



４．今後の計画

Ｐ－５１



４．１　「でんさいネット」連携の実証実験

受注側 発注側
ＧＲＥＥＮ－ＥＤＩ

金融機関

共通ＥＤＩ
（ＸＭＬ）請求 請求

支払支払

注文受注

出荷 検収

全銀システム

でんさいネット

決済依頼結果内容

ﾌｧｰﾑﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ等
ISO20022ISO20022

固定長 固定長

金融機関

Ｐ－５２



４．２　「海外拠点（タイ）」での実証実験

Ｐ－５３

・現地調査（一次）：２０１２年　９月９日～１５日
・現地調査（二次）：２０１３年１２月２日～４日
　　　　　　＜ネットワーク・データセンター等＞
・現地調査（三次）：２０１４年４月（予定）
・実証実験：～２０１４年９月（予定）



ご清聴ありがとうございました

Ｐ－５４


